
資料５

調査審議に係る説明資料
（米軍基地問題及び戦後処理問題の解決）





成
果
指
標

背
景
・
要
因
の
分
析

(1
)航
空
機
騒
音
環
境
基
準
達
成
率

【
進
展
】

米
軍
飛
行
場
周
辺
の
航
空
機
騒
音
は

米
軍
機
の
運
用
状
況
に
よ
り
変
動
す
る

が
、
近
年
で
は
、
常
駐
機
に
加
え
、
外
来

機
の
度
重
な
る
飛
来
に
よ
り
、
騒
音
が
激

化
し
て
い
る
こ
と
な
ど
か
ら
目
標
達
成
に

至
っ
て
い
な
い
。

(2
)基
地
排
水
に
お
け
る
排
水
基
準
達
成

率 【
達
成
】

Ｈ
2
5
基
地
排
水
水
質
等
監
視
調
査
費

（
委
託
事
業
）
で
実
績
値
が
目
標
値
を
達

成
し
て
い
る
。
し
か
し
、
Ｈ
2
6
年
度
以
降
、

環
境
省
の
委
託
業
務
の
内
容
に
変
更
が

生
じ
て
お
り
、
米
軍
施
設
内
で
の
排
水
調

査
に
お
け
る
実
績
が
得
ら
れ
て
い
な
い
。

米
軍
施
設
内
で
の
調
査
が
で
き
る
だ
け

早
期
に
再
開
で
き
る
よ
う
、
引
き
続
き
環

境
省
へ
米
軍
施
設
内
の
環
境
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
の
実
施
の
必
要
性
に
つ
い
て
丁
寧

に
説
明
す
る
必
要
が
あ
る
。

(3
)基
地
周
辺
公
共
水
域
に
お
け
る
環
境

基
準
達
成
率

【
達
成
】

実
施
し
た
Ｈ
3
0
年
度
基
地
排
水
水
質

等
監
視
調
査
費
（
県
単
事
業
）で
実
績
値

が
目
標
値
を
達
成
し
て
い
る
。
今
後
も
引

き
続
き
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、

異
常
値
の
把
握
と
事
故
時
の
速
や
か
な

対
応
に
努
め
る
。

政
策
ツ
ー
ル

成
果
指
標

目
標
値
（
Ｒ
３
年
度
）

基
準
値

実
績
値

達
成
状
況

1
.
航
空
機
騒
音
環
境
基
準
達
成
率

8
0
.0
％

5
3
.0
％
（
H
2
1
年
度
）

6
8
.8
％
（
H
3
0
年
度
）

進
展

2
.
基
地
排
水
に
お
け
る
排
水
基
準
達
成
率

1
0
0
％

8
8
％
（
H
2
2
年
度
）

1
0
0
％
（
H
2
5
年
度
）

達
成

3
.
基
地
周
辺
公
共
水
域
に
お
け
る
環
境
基
準
達
成
率

1
0
0
％

1
0
0
%
（
H
2
2年
度
）

1
0
0
％
（
H
3
0
年
度
）

達
成

主
な
予
算
事
業

事
業
・
取
組

（
事
業
年
度
）

事
業
の
種
別

事
業
費

（
う
ち
国
費
）

事
業
の
概
要

目
標
値

実
績
値

達
成
状
況

基
地
排
水
水
質
等
監
視
調

査
費
(委
託
事
業
)（
H
2
4
～

R
３
）
（
環
境
部
）

県
事
業

各
省
計
上

2
5
百
万
円

（
2
5
百
万
円
）

環
境
汚
染
が
生
じ
る
お
そ
れ

の
あ
る
施
設
・
区
域
に
つ
い
て

環
境
調
査
を
実
施
し
、
汚
染

防
止
に
必
要
な
基
礎
資
料
を

得
る

【
H
3
0
年
度
目
標
】

在
日
米
軍
移
設
・
区
域
の
排

水
調
査
の
実
施
1
1
地
点

（
2
0
回
）

【
H
3
0
年
度
実
績
】

在
日
米
軍
移
設
・
区
域
の
排

水
調
査
の
実
施
1
1
地
点

（
2
0
回
）

達
成

基
地
排
水
水
質
等
監
視
調

査
費
（
H
2
4
～
R
３
）
（
環
境

部
）

県
事
業

各
省
計
上

1
2
百
万
円

（
0
百
万
円
）

基
地
周
辺
公
共
用
水
域
の
水

質
監
視
を
行
い
、
基
地
由
来

の
環
境
汚
染
の
未
然
防
止
を

図
る

【
H
3
0
年
度
目
標
】

米
軍
基
地
周
辺
に
お
け
る
公

共
用
水
域
等
の
調
査
・
監
視

1
9
地
点
(2
9
回
)、
２
海
域
(２

回
)

【
H
3
0
年
度
実
績
】

米
軍
基
地
周
辺
に
お
け
る
公

共
用
水
域
等
の
調
査
・
監
視

1
9
地
点
(2
9
回
)、
２
海
域
(２

回
)

達
成

米
軍
基
地
騒
音
監
視
調
査

費
（
H
2
4
～
R
３
）
（
環
境
部
）

県
単
事
業

8
0
百
万
円

（
8
0
百
万
円
）

米
軍
飛
行
場
（
嘉
手
納
、
普
天

間
）
周
辺
に
お
け
る
航
空
機

騒
音
の
監
視
測
定
を
実
施
す

る

【
H
3
0
年
度
目
標
】

航
空
機
騒
音
の
常
時
監
視

測
定
局
数
3
6
測
定
局

【
H
3
0
年
度
実
績
】

航
空
機
騒
音
の
常
時
監
視

測
定
局
数
3
6
測
定
局

達
成

基
地
環
境
対
策
事
業
費

（
H
○
～
R
○
）
（
環
境
部
）

県
単
事
業

百
万
円

（
百
万
円
）

沖
縄
県
米
軍
基
地
環
境
調
査

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
運
用
推
進
の
た

め
、
国
、
関
係
市
町
村
へ
説

明
を
行
う
と
と
も
に
、
米
軍
基

地
か
ら
派
生
す
る
環
境
問
題

に
対
応
す
る
た
め
基
地
周
辺

の
環
境
調
査
を
行
う

【
H
3
0
年
度
目
標
】

返
還
跡
地
及
び
米
軍
基
地
か

ら
派
生
す
る
環
境
問
題
の
調

査
・
解
析
１
件

【
H
3
0
年
度
実
績
】

返
還
跡
地
及
び
米
軍
基
地

か
ら
派
生
す
る
環
境
問
題
の

調
査
・
解
析
１
件

達
成

米
軍
基
地
か
ら
派
生
す
る

航
空
機
騒
音
の
測
定
機
器

整
備
及
び
被
害
調
査
(H
2
4

～
H
2
8
）

（
複
数
市
町
村
）

市
町
村
事
業

ソ
フ
ト
交
付
金

9
6
百
万
円

（
7
7
百
万
円
）

嘉
手
納
基
地
及
び
普
天
間
基

地
周
辺
に
お
け
る
航
空
機
騒

音
測
定
機
器
の
設
置
及
び
騒

音
測
定
の
実
施

騒
音
測
定
器
の
設
置

騒
音
測
定

【
H
2
4
～
H
2
9
年
度
実
績
】

達
成
市
町
村
の
割
合
1
0
0
％

達
成

将
来
像

Ⅱ
心
豊
か
で
、
安
全
・
安
心
に
暮
ら
せ
る
島

基
本
施
策
番
号
・
名
称

２
-
(５
）
米
軍
基
地
か
ら
派
生
す
る
諸
問
題
及
び
戦
後
処
理
問
題
の
解
決

施
策
展
開
番
号
・
名
称

２
-
(５
）
-
ア
米
軍
基
地
か
ら
派
生
す
る
諸
問
題
へ
の
対
応

沖
縄
振
興
計
画

検
証
シ
ー
ト

主
な
予
算
事
業

総
点
検
報
告
書
（
素
案
）
p
4
1
7

1



政
策
ツ
ー
ル

背
景
・
要
因
の
分
析

将
来
像

Ⅱ
心
豊
か
で
、
安
全
・
安
心
に
暮
ら
せ
る
島

基
本
施
策
番
号
・
名
称

２
-
(５
）
米
軍
基
地
か
ら
派
生
す
る
諸
問
題
及
び
戦
後
処
理
問
題
の
解
決

施
策
展
開
番
号
・
名
称

２
-
(５
）
-
ア
米
軍
基
地
か
ら
派
生
す
る
諸
問
題
へ
の
対
応

沖
縄
振
興
計
画

検
証
シ
ー
ト

税
制
等 軽
減
措
置
の
名
称
（対
象
年
度
）

適
用
数
量
・
金
額

（
2
4
～
2
9年
度
）

目
標
値
（
33
年
度
）

実
績
値
（
29
年
度
）

達
成
状
況

沖
振
法
条
文
番
号
・見
出
し

実
施
主
体

成
果
（
例
）

努
力
義
務
・配
慮
義
務
・特
例
措
置

事
業
・
取
組

（
事
業
年
度
）

事
業
の
種
別

事
業
費

（
う
ち
国
費
）

事
業
の
概
要

目
標
値

実
績
値

達
成
状
況

日
米
両
政
府
へ
の
要
請
活

動
（
H
2
4
～
）
（
知
事
公
室
）

県
単
事
業

2
0
5
百
万
円

米
軍
基
地
か
ら
派
生
す
る
事

件
・
事
故
の
防
止
、
日
米
地
位

協
定
の
見
直
し
等
に
か
か
る

日
米
両
政
府
へ
の
要
請
の
実

施

米
軍
基
地
か
ら
派
生
す
る
事

件
・
事
故
の
防
止
、
日
米
地

位
協
定
の
見
直
し
等
に
か
か

る
日
米
両
政
府
へ
の
要
請

【
H
3
0
年
度
実
績
】

日
米
両
政
府
へ
の
要
請

達
成

国
民
的
議
論
の
喚
起

（
H
2
4
～
）
（
知
事
公
室
）

県
単
事
業

3
9
0
百
万
円

全
国
知
事
会
、
渉
外
知
事
会
、

軍
転
協
と
連
携
し
、
日
本
政
府

に
対
し
沖
縄
の
基
地
負
担
の

現
状
を
訴
え
る

各
団
体
と
の
連
携
、
情
報
発

信
の
充
実

【
H
3
0
年
度
実
績
】

各
団
体
と
の
連
携
、
情
報
発

信
の
充
実

達
成

ワ
シ
ン
ト
ン
駐
在
員
の
配
置

（
H
2
7
～
）
（
知
事
公
室
）

県
単
事
業

3
9
4
百
万
円

基
地
問
題
に
関
す
る
情
報
収

集
、
知
事
の
考
え
や
沖
縄
の

状
況
な
ど
を
正
確
に
米
側
へ

伝
え
、
沖
縄
の
課
題
解
決
に

向
け
て
取
り
組
む

情
報
収
集
、
情
報
発
信

【
H
3
0
年
度
実
績
】

情
報
収
集
、
情
報
発
信

達
成

2



成
果
指
標

背
景
・
要
因
の
分
析

(1
)埋
没
不
発
弾
量
（推
計
）

【
進
展
】

不
発
弾
等
の
年
間
処
理
重
量
が
、
戦

後
の
時
間
経
過
に
伴
い
埋
没
情
報
が
な

く
な
っ
た
こ
と
や
全
国
的
に
も
減
少
傾
向

に
あ
る
な
か
、
広
域
探
査
発
掘
加
速
化

事
業
、
市
町
村
支
援
事
業
及
び
住
宅
等

開
発
磁
気
探
査
支
援
事
業
に
よ
り
埋
没

不
発
弾
の
探
査
・
発
掘
を
推
進
し
た
。
そ

の
結
果
、
目
標
値
に
は
届
か
な
い
も
の

の
一
定
の
進
展
が
み
ら
れ
た
。

(2
)所
有
者
不
明
土
地
管
理
解
除
率

【
進
展
】

所
有
者
不
明
土
地
の
現
況
を
把
握
す

る
た
め
の
実
態
調
査
を
、
予
定
し
て
い
た

全
筆
で
実
施
し
、
こ
れ
ら
実
態
調
査
の
進

捗
を
踏
ま
え
、
平
成
3
0
年
度
か
ら
国
は

所
有
者
不
明
土
地
問
題
の
解
決
策
の
検

討
に
着
手
す
る
な
ど
、
目
標
値
の
達
成

に
向
け
て
着
実
に
推
進
し
て
い
る
。

な
お
、
戦
後
7
0
年
以
上
が
経
過
し
、
真

の
所
有
者
探
索
は
時
間
と
と
も
に
困
難

に
な
っ
て
き
て
お
り
、
抜
本
的
解
決
の
加

速
化
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

(3
)沖
縄
戦
没
者
未
収
骨
柱
数
（
推
計
）

【
達
成
見
込
】

戦
没
者
遺
骨
収
集
に
つ
い
て
は
、
戦
没

者
遺
骨
収
集
情
報
セ
ン
タ
ー
を
設
置
し
、

遺
骨
収
集
に
係
る
情
報
一
元
化
の
体
制

整
備
を
図
る
ほ
か
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等
に

対
す
る
活
動
費
支
援
な
ど
を
行
っ
た
結

果
、
目
標
値
の
達
成
に
向
け
て
着
実
に

推
進
し
て
い
る
。

政
策
ツ
ー
ル

成
果
指
標

目
標
値
（
Ｒ
３
年
度
）

基
準
値

実
績
値

達
成
状
況

1
.
埋
没
不
発
弾
量
（
推
計
）

約
1
,8
3
5
ト
ン

約
2
,1
0
0
ト
ン
（H
2
3）

1
,9
4
2
ト
ン
（H
3
0）

進
展

2
.
所
有
者
不
明
土
地
管
理
解
除
率

2
3
.5
％

2
1
.8
％
（
H
2
3
年
度
）

2
2
.9
％
（
H
3
0
年
度
）

進
展

3
.
沖
縄
戦
没
者
未
収
骨
柱
数
（
推
計
）

約
2
,6
5
0
柱

約
3
,6
0
0
柱
(H
2
3
)

2
,8
5
0
柱
（
H
3
0）

達
成
見
込

主
な
予
算
事
業

事
業
・
取
組

（
事
業
年
度
）

事
業
の
種
別

事
業
費

（
う
ち
国
費
）

事
業
の
概
要

目
標
値

実
績
値

達
成
状
況

広
域
探
査
発
掘
加
速
化
事

業
（
H
2
4
～
）
（
知
事
公
室
）

県
事
業

内
閣
府
計
上

1
2
,1
1
2
百
万
円

（
1
0
,8
2
6百
万
円
）

面
積
1
0
0
㎡
を
超
え
る
探
査
要

望
箇
所
に
お
け
る
不
発
弾
等

の
探
査
・
発
掘
を
実
施
す
る

【
H
3
0
年
度
目
標
】

埋
没
不
発
弾
量
（
推
計
）

1
,9
1
5
ト
ン

【
H
3
0
年
度
実
績
】

埋
没
不
発
弾
量
（
推
計
）

1
,9
4
2
ト
ン

概
ね
達
成

市
町
村
支
援
事
業
（
H
2
4

～
）
（
知
事
公
室
）

県
事
業

内
閣
府
計
上

1
,4
6
5
百
万
円

（
1
,3
8
7
百
万
円
）

市
町
村
事
業
の
単
独
公
共
工

事
に
お
け
る
不
発
弾
等
の
探

査
・
発
掘
等
及
び
安
全
化
処

理
対
策
を
実
施
す
る

【
H
3
0
年
度
目
標
】

埋
没
不
発
弾
量
（
推
計
）

1
,9
1
5
ト
ン

【
H
3
0
年
度
実
績
】

埋
没
不
発
弾
量
（
推
計
）

1
,9
4
2
ト
ン

概
ね
達
成

住
宅
等
開
発
磁
気
探
査
支

援
事
業
（
H
2
4
～
）
（
知
事
公

室
）

県
事
業

内
閣
府
計
上

3
,9
2
7
百
万
円

（
3
,5
3
5
百
万
円
）

民
間
住
宅
等
の
開
発
箇
所
に

お
け
る
不
発
弾
等
探
査
費
補

助
を
実
施
す
る

【
H
3
0
年
度
目
標
】

埋
没
不
発
弾
量
（
推
計
）

1
,9
1
5
ト
ン

【
H
3
0
年
度
実
績
】

埋
没
不
発
弾
量
（
推
計
）

1
,9
4
2
ト
ン

概
ね
達
成

不
発
弾
等
対
策
安
全
事
業

（
H
2
4
～
）
（
知
事
公
室
）

県
事
業

基
金
事
業

1
4
百
万
円

沖
縄
県
不
発
弾
等
対
策
安
全

基
金
の
運
用
及
び
不
発
弾
等

に
よ
る
爆
発
事
故
が
発
生
し

た
場
合
の
被
災
者
等
へ
の
支

援
を
行
う

【
H
3
0
年
度
目
標
】

沖
縄
県
不
発
弾
等
対
策
安

全
基
金
の
運
用

【
H
3
0
年
度
実
績
】

沖
縄
県
不
発
弾
等
対
策
安

全
基
金
残
高
8
7
1
,2
9
2千

円

達
成

所
有
者
不
明
土
地
調
査
事

業
（
H
2
4
～
H
3
0
）
（総
務

部
）

県
事
業

内
閣
府
計
上

7
6
5
百
万
円

（
7
6
5
百
万
円
）

所
有
者
不
明
土
地
に
係
る
登

記
簿
、
公
図
、
旧
土
地
台
帳

等
資
料
収
集
に
よ
る
基
礎
調

査
、
現
況
把
握
の
た
め
の
測

量
、
所
有
者
探
索
等
を
実
施

す
る

【
H
3
0
年
度
目
標
】

所
有
者
探
索
8
4
3
筆

【
H
3
0
年
度
実
績
】

所
有
者
探
索
8
4
3
筆

達
成

抜
本
的
解
決
策
の
検
討

（
H
2
4
～
）
（
総
務
部
）

県
事
業

内
閣
府
計
上

7
6
5
百
万
円

（
7
6
5
百
万
円
）

立
法
措
置
等
を
含
め
た
抜
本

的
解
決
策
に
つ
い
て
、
国
、
県
、

市
町
村
で
連
携
し
、
協
議
を

進
め
る
。

【
H
3
0
年
度
目
標
】

国
の
解
決
策
検
討
の
た
め
の

取
組
へ
の
協
力
、
市
町
村
と

の
意
見
交
換
、
国
へ
の
要
請

【
H
3
0
年
度
実
績
】

国
へ
の
要
請
を
2
回
、
市
町

村
と
の
意
見
交
換
を
1
回
実

施
。

達
成

将
来
像

Ⅱ
心
豊
か
で
、
安
全
・
安
心
に
暮
ら
せ
る
島

基
本
施
策
番
号
・
名
称

２
-
(５
)
米
軍
基
地
か
ら
派
生
す
る
諸
問
題
及
び
戦
後
処
理
問
題
の
解
決

施
策
展
開
番
号
・
名
称

２
-
(５
)-
イ
戦
後
処
理
問
題
の
解
決

沖
縄
2
1
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
基
本
計
画
等

検
証
シ
ー
ト

総
点
検
報
告
書
（
素
案
）
p
4
1
8

3



政
策
ツ
ー
ル

背
景
・
要
因
の
分
析

将
来
像

Ⅱ
心
豊
か
で
、
安
全
・
安
心
に
暮
ら
せ
る
島

基
本
施
策
番
号
・
名
称

２
-
(５
)
米
軍
基
地
か
ら
派
生
す
る
諸
問
題
及
び
戦
後
処
理
問
題
の
解
決

施
策
展
開
番
号
・
名
称

２
-
(５
)-
イ
戦
後
処
理
問
題
の
解
決

沖
縄
2
1
世
紀
ビ
ジ
ョ
ン
基
本
計
画
等

検
証
シ
ー
ト

税
制
等 軽
減
措
置
の
名
称
（対
象
年
度
）

適
用
数
量
・
金
額

（
2
4
～
2
9年
度
）

目
標
値
（
33
年
度
）

実
績
値
（
29
年
度
）

達
成
状
況

沖
振
法
条
文
番
号
・見
出
し

実
施
主
体

成
果
（
例
）

原
始
附
則

第
５
条
の
２

不
発
弾
等
に
関
す
る
施
策

の
充
実

国
不
発
弾
等
処
理
交
付
金
の
予
算
及
び
対
象
事
業
の
拡
充

努
力
義
務
・配
慮
義
務
・特
例
措
置

事
業
名

（
事
業
年
度
）

事
業
の
種
別

事
業
費

（
う
ち
国
費
）

事
業
の
概
要

目
標
値

実
績
値

達
成
状
況

遺
骨
収
集
情
報
セ
ン
タ
ー

の
活
用
（
H
2
4
～
)

（
子
ど
も
生
活
福
祉
部
）

県
事
業

各
省
計
上

1
0
0
百
万
円

（
1
0
0
百
万
円
）

県
内
市
町
村
に
お
い
て
戦
没

者
未
収
骨
壕
等
調
査
を
実
施

す
る
と
と
も
に
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

団
体
へ
情
報
提
供
を
行
う

【
H
3
0
年
度
目
標
】

情
報
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
市
町

村
別
未
収
骨
情
報
調
査

【
H
3
0
年
度
実
績
】

情
報
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
市

町
村
別
未
収
骨
情
報
調
査

状
況
１
回

達
成

民
間
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
等

の
活
動
支
援
（
H
2
4
～
）

（
子
ど
も
生
活
福
祉
部
）

県
事
業

各
省
計
上

1
3
百
万
円

（
1
3
百
万
円
）

遺
骨
収
集
実
績
の
約
９
割
を

占
め
る
民
間
団
体
や
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
に
よ
る
遺
骨
収
集
活
動

を
支
援
す
る
こ
と
に
よ
り
、
遺

骨
収
集
の
加
速
化
を
図
る

【
H
3
0
年
度
目
標
】

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
支
援

【
H
3
0
年
度
実
績
】

支
援
団
体
数
３
件

達
成

里
道
及
び
水
路
の
境
界
確

定
復
元
作
業
（
H
2
4
～
R
3
）

（
複
数
市
町
村
）

市
町
村
事
業

ソ
フ
ト
交
付
金

1
,2
0
5
百
万
円

（
9
6
3
百
万
円
）

戦
後
、
米
軍
占
領
下
の
影
響

に
よ
る
不
明
確
な
里
道
や
水

路
の
位
置
を
確
定
す
る
た
め
、

境
界
の
復
元
・
確
定
を
行
う
。

里
道
・
水
路
の
境
界
確
定
測

量
の
長
さ

里
道
・
水
路
の
境
界
復
元
・

確
定
の
長
さ

【
H
2
4
～
H
2
9
】

達
成
市
町
村
の
割
合
8
3
％

概
ね
達
成

沖
縄
関
係
戸
籍
の
電
子
化

（
H
2
4
～
H
2
8
)

（
複
数
市
町
村
）

市
町
村
事
業

ソ
フ
ト
交
付
金

1
,0
1
1
百
万
円

（
7
9
3
百
万
円
）

戦
災
に
よ
り
滅
失
し
、
戦
後
再

生
し
た
沖
縄
関
係
戸
籍
を
電

子
デ
ー
タ
化
す
る
。

沖
縄
関
係
戸
籍
の
電
子
化

率
等

【
H
2
4
～
H
2
9
】

達
成
市
町
村
の
割
合

1
0
0
％

達
成

主
な
予
算
事
業

4



不
発

弾
等

処
理

事
業

費

不
発

弾
そ

の
他

爆
発

物
で

陸
地

に
あ

る
も

の
の

処
理

を
促

進
し

、
不

発
弾

等
に

よ
る

災
害

を
未

然
に

防
止

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
、

必
要

な
事

業
を

実
施

す
る

。

事
業

概
要

事
業

効
果

事
業

費
(H

3
1
)：

3
，

2
2
6
，

3
7
3
 千

円
（
う

ち
国

費
：

2
，

9
1
9
，

9
8
6
 千

円
）

事
業

期
間

：
昭

和
４

９
年

～
【
参

考
】
H

3
0
年

度
当

初
予

算
額

：
3
,2

2
8
,3

4
6
千

円
（
対

前
年

度
増

減
額

△
1
,9

7
3
千

円
）

事
業

内
容

県
及

び
市

町
村

で
は

、
埋

没
不

発
弾

等
の

探
査

、
発

掘
等

を
行

う
た

め
、

内
閣

府
よ

り
不

発
弾

等
処

理
交

付
金

を
受

け
て

、
下

記
の

事
業

を
実

施
し

て
い

る
。

①
広

域
探

査
発

掘
加

速
化

事
業

1
，

5
7
2
，

9
0
7
千

円

②
市

町
村

磁
気

探
査

支
援

事
業

2
6
8
，

1
1
9
千

円

③
市

町
村

特
定

処
理

支
援

事
業

7
5
，

0
1
2
千

円

④
住

宅
等

開
発

磁
気

探
査

支
援

事
業

1
，

2
8
0
，

5
4
7
千

円

⑤
不

発
弾

等
処

理
工

事
2
，

2
0
3
千

円

⑥
不

発
弾

等
保

安
管

理
等

事
業

2
7
，

5
8
5
千

円

①
、

④
～

⑥
：
国

9
／

1
0
、

県
1
／

1
0

②
③

：
国

9
／

1
0
、

県
0
.5

／
1
0
、

市
町

村
0
.5

／
1
0

○
本

県
で

は
、

毎
年

約
2
0
～

3
0
ト

ン
の

不
発

弾
が

発
見

、
処

理
さ

れ
て

い
る

○
平

成
2
9
年

度
の

不
発

弾
処

理
重

量
実

績
（
陸

上
自

衛
隊

処
理

分
）
は

全
国

で
約

4
9
.5

ト
ン

と
な

っ
て

お
り

、
そ

の
内

本
県

は
約

1
8
.5

ト
ン

（
3
7
.4

％
）
を

占
め

て
い

る

①
地

権
者

等
か

ら
の

磁
気

探
査

要
望

を
も

と
に

、
一

定
面

積
（

10
0 ㎡

超
）
を

計
画

的
か

つ
面

的
に

県
が

探
査

発
掘

（
平

成
元

年
度

事
業

開
始

）

②
市

町
村

単
独

の
公

共
工

事
に

お
け

る
探

査
に

要
す

る
経

費
の

助
成

（
平

成
14

年
度

事
業

開
始

）

③
・
発

見
さ

れ
た

不
発

弾
等

を
処

理
す

る
た

め
に

土
嚢

等
を

設
置

す
る

経
費

の
助

成
・
避

難
困

難
者

の
避

難
に

要
す

る
経

費
の

助
成

・
現

地
処

理
作

業
に

お
け

る
避

難
の

支
援

に
必

要
な

人
件

費
の

助
成

（
休

日
の

手
当

）
（
平

成
21

年
度

事
業

開
始

）

④
民

間
に

よ
る

住
宅

等
の

開
発

に
お

け
る

探
査

に
要

す
る

経
費

の
助

成
（
平

成
24

年
度

事
業

開
始

）
（
平

成
25

年
度

か
ら

県
事

業
に

変
更

）

⑤
埋

没
情

報
等

を
も

と
に

、
面

積
10

0 ㎡
以

内
を

県
が

探
査

発
掘

（
昭

和
50

年
事

業
開

始
）

⑥
不

発
弾

等
を

処
理

す
る

ま
で

安
全

に
保

安
管

理
す

る
た

め
の

施
設

の
管

理
運

営
（
読

谷
村

（
昭

和
58

～
）
、

宮
古

島
市

（
平

成
17

～
）
、

石
垣

市
（
平

成
28

年
度

～
）
の

３
か

所
）
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１ 所有者不明土地とは 
 

⑴  定義 

沖縄戦により所有関係を公証する公簿類が焼失したため、戦後米国民政府等

によって、公簿類を再製するための土地所有権認定作業が行われたが、その際

何らかの事情により所有権を確認できなかった土地。 

⑵  管理状況 

沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律第 62 条の規定に基づき県及び市町

村が管理しており、平成 31 年３月 31 日時点の管理状況は、県及び市町村合わ

せて 2,705 筆、982,797 ㎡となっている。 

 

２ 所有者不明土地の課題 
 

⑴  経済活動の制限 

 所有者不明土地の管理者は、民法第 103 条に規定する「権限の定めのない代

理人」に該当し、管理権限は保存行為、利用行為、改良行為に限られ、処分権

限がないため、土地の売買や長期の賃貸借ができないなど経済活動が制限され

ており、県土の有効利用が阻害されている。 

⑵  建物増改築への対応 

 管理者は、永続的な土地の利用を許すこととなる長期の賃貸借ができないた

め、所有者不明土地上に建築された建物の増改築を承認することができないと

いった問題が生じている。 

⑶  管理に係る費用負担 

 県及び市町村は沖縄復帰特別措置法に基づき「当分の間」管理することとな

っており、期間の定めがないため、半永久的に管理を継続しなくてはならない

状況であり、土地の維持管理や不法占有、不法投棄対策等の管理費用の負担が

生じている。 

 

３ 所有者不明土地問題の抜本的解決に向けた取り組み 
 

 平成 22 年度  沖縄県所有者不明土地検討委員会を設置し、解決策を検討 

 

平成 23 年４月 新たな沖縄振興のための制度提言において、下記を明記 

 

 

 

 

総務部管財課 R1.08.26 

事業説明資料 

○沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律（昭和46年12月31日号外法律第129号） 

（所有者不明土地の管理） 

第 62 条 沖縄法令の規定による所有者不明土地で、この法律の施行の際琉球政府又は

沖縄の市町村が管理しているものは、当分の間、従前の例に準じ、沖縄県又は当該所有

者不明土地の所在する市町村が管理するものとする。 

⑴ 復帰特別措置法第 62 条に代わる新たな法律の制定 

⑵ 所有者不明土地の総合調査費用の全額国庫負担 

⑶ 真の所有者等への補償費用の全額国庫負担 
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 平成 24 年３月 沖縄復帰特別措置法改正 

附則に所有者不明土地に関する措置を規定 

 

 

 

 

 

 

 

平成 24～30 年度 所有者不明土地実態調査を実施 

              ⑴ 測量等調査を実施（2,610 筆） 

所有者不明土地の現況及び利用状況の把握、現地測量

を行うとともに、情報提供を呼びかけるための看板設置

を行った。 

⑵ 所有者探索調査を実施（2,687 筆） 

真の所有者の可能性のある者を特定するため、隣接地主

や地域の古老等から情報聴取を行うとともに、新聞への広

告掲載やポスター・リーフレットの配布等の広報活動を行

った。 

  なお、所有者探索調査において、真の所有者に関する

何らかの情報が得られたものは 244 筆で、全体の 9.1％に

留まった。 

 

平成 30 年度   内閣府による「沖縄県における所有者不明土地に起因する

問題の解決に向けた調査」の開始 

         ⑴ 実態調査結果の整理・分析、現状と課題の整理。 

         ⑵ 外部有識者による検討会を設置し、今後の対応策の検

討を行う。 

 

４ 今後の取り組み 

  実態調査の進捗等を踏まえ、内閣府は平成 30 年度から解決策の調査検討に着手

しており、平成 30 年度から令和２年度までの３年間を目処に、課題に対する対応

策を提示するとしている。 

  今後は、内閣府の検討結果を踏まえるとともに、所有者不明土地が県民の財産

として有効活用されるよう、国及び関係市町村と協議するなど、引き続き連携し

て課題解決に取り組む。また、全国で問題となっている「所有者不明土地」の解

決に向けた国土交通省及び法務省の取り組みを注視し、沖縄県の所有者不明土地

の抜本的解決策の検討に活かしていく。 

○沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律（附則） 

（所有者不明土地に関する措置） 

５ 政府は、第六十二条の規定に基づき沖縄県又は沖縄の市町村が管理する所有者不

明土地に起因する問題を解決するため、速やかにその実態について調査を行い、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
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　　　遺骨収集情報センターの活用、民間ボランティア団体等の活動支援

【事業概要】
　　戦没者の遺骨収集業務は、戦没者の遺骨収集の推進に関する法律等により、国の業務と
　して位置づけられており、沖縄県は国からの委託を受けて業務の一部を実施している。

　　

　・重機等を用いた大規模な遺骨収集 　・未収骨情報の収集、整理

　・戦没者遺骨の柱数鑑定 　・散発的に発見される遺骨の収集

　・戦没者遺骨のDＮＡ鑑定 　・ボランティア団体等への活動支援

事業説明資料
保護・援護課

戦没者遺骨収集事業

国（厚生労働省） 沖縄県
（戦没者遺骨収集情報センター）

業務
委託

報告
要請
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